




















































































































1971 71 33 46.50% 37.50%
(社会志向)
1974 71 37 52.10% 39.80%
(社会志向)
1977 108 37 34。30% 45.20%
1979 118 44 37.30% 47.00%
1982 115 46 40.00% 43。70%
1987 130 47 36。20% 52.60%
1992 113 36 31.90% 61.70%
1997 124 39 31.50% 63.60%










に関連して、事業を通じた貢献 85。2%、利益の追求と雇用維持 75%、環境保護 65。9%、





















































































































































































































































































































































































































































































































































「持続可能な発展」 とい う概念は、1987年の 「ブルン トラン ト報告」で
主に 「環境の持続可能性」、「経済の持提 出 された後、世界中に広まつた。
続可能性」 と「社会の持続可能性」の二つ側面の安定か らなつている。
図 1-3経済、社会、環境の持続可能な発展要素の分布概況




可能なイ ンフラ、人 口問題、食糧問題、貧困。開発、ESD、市場環境整備 な
どである。

















































・ 事業収入 ●補助金収入 ・ 寄付金収入 ・ その他経常収入 ■入会金 。会費収入
2003年NPO法人セクター収入源
2003年NPO法人セクター収入源
・ 事業収入 ●補助金収入 ・ 寄付金収入 。その他経常収入 ●入会金 。会費収入














鹿児島          145
宮崎 ■■2ぼL81
大分 ■■2口L75
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愛知                                                407
静岡                  276
岐阜          153
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① 『 ソー シャル・エンター プライズ社会的企業の台頭』
























































事業性 持続的資金 。独立性 寄付資金・依頼性 強























































































































































































































































法人構造 企業 企業 社会組織











政策優遇 な し あ り あ り





















































































? 江蘇 浙江 河南 福建 上海 落丁1ヒ 山東?????〓
54 42 40 30 12 12 10 9 8








安徽 江西 広西 湖南 海南
7 6 6 6 6 6 4 4 3
?
?
雲南 黒竜江 四川 寧夏 新彊 重慶 甘粛 遼寧 天津 その他
3 3 3
?











企業基金会の収入は、寄贈収入 92.3%、その他収入 3.4%、投資収入 2.3%、政府
補助収入 1.2%、提供サービス収入 0。7%、商品販売収入 0。1%である。一番多い寄贈
収入とは、発起企業、社会個人、他の基金会と他の企業などからの寄贈によつて構成












資金の来源 収入総額の比率 資金支出項目 支出総額の比率
寄付からの収入 92.3% 公益事業 96.7%
その他 3.40/0 行政事務費 1.3%
投資からの収入 2.3% その他 1.1%



















































































学歴 大学の程度専門学校以下 大学の程度専門学校 大学本科 修士と博士
人数 493 227 471 16






























































1、 政府主導 2、 CMM15


















































法律支援 な し あ り
地元政府政策 免税 免税













































































アメリカ あ り あ り あ り あ り 非営利組織
フィンランド あ り あ り あ り な し 営利組織
イタリア あ り あ り あ り あ り 非営利組織
イギリス あ り あ り あ り な し/他の
制限
確定なし
中国福祉企業 あ り あ り あ り な し 営利組織
中国民営非企
業単位
































































































































































































































































受ヽ IV 11■I Fャ属|
START やつたいことの金掘










らしさ。   社会的意機の ニー ズ対応力。  収益構造力・




















パター ン1 パター ン2
ソー シャル       ビジネス
マネジメント      マネジメント







トー タメレでサポー トしてほしい |
ソー シャル       ビジネス        ビジネス
マネジメント     マネジメント       Fat
クラス        クラス        クラス











































































表3-3 社会起業大学学費金額     (単位:万円)
受講期間 6ヶ月 1年 2年
入学金 10.5 10.5 10.5
授業料 42 73.5 157.5
合計 52.5 84 168
早期割引 42 73.5 157.5
45
在学中と卒業後のサポー トの比較































































































:感 漁 1・ |




























































































































































































































































































































































































































































































































































































年度 2008 2009 2010 2011 2012
取引先数 26878 36428 67241 106491 130682
?
? 漢民族 650/0 66.94% 730/0 75。37% 740/0
少数民
族
350/0 33.060/0 27°/。 24.630/0 26°/o
(中和農信の小ロローシ項目年度報告-2008～2012より、筆者作成)
表3-7 2008年-2012年の貸付金の用途の分布















小型の商売 130/0 180/0 16.890/012.630/0 150/0
生産と加工 な し 3% 3.49% 2.78% 4%
交通運輸 な し な し 2.38% 6.36% 8%
消費 な し な し 0.49% 0。13% 2%
サービス業 6% 6% 5。77% 4.98% 6%


















小学校 250/0 な し
中学校 70°/o 9%
中等専門学校 4% 30°/0
高校学校 な し 200/0
54
大学専門学校 1% 31.5%







































































































利率 8.8% 基準利率 基準禾1率





























































































































































3。中和農信:http:〃ⅧTo cfpamf.orgo cn/indexo asp
5、 中国扶貧基金会小ロローン2008年度報告
6、 中国扶貧基金会小ロローン2009年度報告
7、 中国扶貧基金会小ロローン2010年度報告
8、 中国扶貧基金会小ロローン2011年度報告
9、 中国扶貧基金会小ロローン2012年度報告
10、農民日報:萌芦島市での貧困:http://酬。cfpamf.orgo cn/news.asp?id=297
11、新聞:『舞耳と中国扶貧基金会が地震被災地域に小ロローンと健康知識をもたら
す』
http://www.bayero como cn/index.php/NewsCenter/newsDetai1/id/151
12、新聞:『舞耳作物科学杯安に入る, トマト病虫害を予防する展開』
http://wwwo cfpamf.orgo cn/news.asp?id=76
13、『農村人民公社の制度―兼析農と公社制度長期存在と最終解体の原因一王玉貴』
中共天津市委党校学報 2010年Vol.2
14、『農村人民公社と社会主義新農村建設の啓示一李群』
安徽農業科学 2008年36(11)
15、『農村人民公社の起きると農業協同組合―蒋茜』
経済と社会発展 2008年5月
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終章
結論と展望
社会起業には基本的な二つの特徴がある。一つは、社会性すなわち社会問題を解決
すること、もう一つは、事業性すなわち商業模式で持続可能な経営である。これら二
つの特徴をもつものは、その多種多様な組織形態にかかわらず、社会的企業(社会起
業)と呼ばれる。
日本と中国を比較しても明らかなように、社会起業をめぐる社会的背景、定義、法
律、政策などは国ごとによつて異なる。確かに、両国とも経済的な理由で、またイギ
リス社会起業発展の影響のなかで、伝統的な福祉企業の資金問題の解決や、政府から
の支援といった相似点が存在する。しかしながら、日本では多くの場合、環境保護や
社会奉仕など市民意識の高まりとともに、革新性を持つた新しい事業への取り組みが
社会起業の特徴として挙げられる。一方、中国の社会起業の多くは、非政府と非市場
の新しい組織を「第二部門」とし、既存公益組織の再編がおこなわれるなかで形成さ
れている。
日本の社会起業は、主にNPO法人を主体としており、革新性を前面に掲げるなかで
各方面の社会的課題に取り組んでいる。中国での社会起業は、主に企業の基金会から
資金支援を受けて、公益面での政府機能の補充に大きな役割を果たしている。両国の
社会起業の革新性に着日した場合、日本のそれは「社会起業」、中国のそれは「社会
的企業」と呼ぶのが、確かに適切なのかもしれない。
また、法律や政策面では、両国の社会起業とも、政府からの積極的な政策支援を受
けている。しかしながら、日本では関連する法律が既に公布されているが、中国では
まだ未整備である。日本では、社会起業は法律的に社会事業体として認められている
が、中国の社会的企業は、法律的に独立で特有な組織としては、まだ認められない。
中国での社会起業は、法律の根拠が未整備な中で、企業体として黙認されている状況
であろう。
さらに、両国の社会起業では、政府 0社会・企業の三領域からの支援が、社会的弱
層への援助活動を中心にして、各事業を発展させてきている。その事業者を社会起業
家と呼ばれる。社会起業家としての精神を持つて、自身の価値実現を目指すなかで、
社会貢献をおこなつている人びとである。日本では、近年、社会起業が全国に展開す
るとともに、それらの規格や影響力などが各界から認められ、安定した成長を実現し
ている。また、社会起業家教育支援も大きく発展しつつある。一方、中国では、社会
的企業は近年イギリスの社会起業の影響を受けながら、急速に発展しているが、まだ
初期の成長期にある社会起業に対する法律に基づく承認や人材育成などが必要であ
るから。
日本での社会起業は、革新性が強く、社会起業家教育支援も全国的に行つている。
日本での社会起業家教育では、社会起業家を育成する大学が設立されたり、関連研究
科目を学校の授業として取り上げたりしている。また、NPO法人の社会課題への取り
組みとその影響が宣伝されるなど、社会でそれらの活動がある程度、認められている。
一方、中国の社会的企業でも社会革新に志向する人材を育成することが重要で、日本
の社会起業家教育についての研究も参考になると思われる。
本稿は、日本の「社会起業」と中国の「社会的企業」について、基本情報と関連デ
ータを整理するとともに、それぞれの事例についての考察をおこなつた。今後の研究
61
課題として、日本と中国の社会起業に関する比較研究をさらに進め、既存の問題ある
いは潜在的な問題に対する対策について、より詳しく検討することをあげておきたいb
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